
 

法 人 名 財団法人 大阪府スポーツ・教育振興財団 

法人所管課 教育委員会事務局教育振興室保健体育課 

設立年月日 昭和３２年８月２３日 

基本金 12,000千円 うち府出捐額 9,000千円 府出資比率 75.0％ 

役員数（常勤） 1人 うち府派遣 1人 うち府退職者 0人 

職員数（常勤） 27人 うち府派遣 9人 うちプロパー 
１８名（常勤嘱託

員１名含む） 

（総支出） 9,124,251千円 

補助金 0千円 

委託料 57,012千円 

貸付金 0千円 
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その他 0千円 

【主な事業の概要】 
○学校給食事業 
 市町村への学校給食用の基幹物資と一般物資の供給 
○施設管理運営事業 
 指定管理者として府立門真スポーツセンターの管理運営を
民間事業者との共同事業体により実施（スポーツ振興事業を
所管） 

指標名 （単位） H17 Ｈ18 Ｈ1９ 

給食物資売上金 百万円 8,471  8,607  8,680

学校給食一般物資取扱品目数 項目  327  341  366 

地産地消、アレルギー対応等新規開発品目数 項目 ― 6  5 

門真スポーツセンタースポーツ教室、新規事業実施回数 回  1,240  1,167  1,249

 

 

主
要
事
業
の
状
況 

国際的・全国的規模のスポーツ大会の開催日数 日 47  40  37 

方 向 性 

○ 自立化 （２２年度～） 

・ 給食部門は市町村主体の運営として自立化 

・ なみはやドームの指定管理からの撤退 

・ 指定管理については民間事業者との調整が必要なため、２２年度から自

立化 

考 え 方 

・ 府立学校及び大多数の市町村では単独で学校給食物資を安全・安定的に

低廉な価格で調達することは難しく、検査機能や、物流に関するノウハ

ウ、専門知識、これまでの信用の蓄積等により効率的に物資を調達でき

る法人の共同購入システムのメリットは大きい 

・ しかしながら、小中学校における学校給食の実施主体は市町村であり、

今後は市町村等を中心とした事業運営への転換を図っていくとともに、

人的関与等府の関与を見直し、２１年度末をもって自立的に運営 

・ スポーツ振興事業のうち、必要なものは府で実施可能なことから、なみ

はやドームの指定管理から２１年度末をもって撤退 


